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企業は自らの維持や発展のために, 財務的な
成功を視野に入れて活動している。財務的成果
を上げることは, 株主をはじめとした利害関係
者への責任を果たすだけでなく, 自社を維持す
るために必要な資金を作り出すことも意味する。
このように財務的成果は企業にとって最も重視
すべき結果であるため, 会計学研究においては,
財務情報に焦点を当てた計算方法や管理方法が
提唱され, 理論が進展してきた。
しかし, 財務的成果はそれ自体直接向上する
ものではなく, 企業がさまざまな活動を積み重
ねてきた結果によってもたらされる。このよう
な活動をとらえることは財務情報のみでは限界
がある(Johnson＝Kaplan, 1987 ; Merchant, 1998)。
また社会との関係や環境政策など, 財務的成果
以外にも企業にとって考慮すべき事項が存在す
る。
近年これらの活動や財務的成果以外の事項を
総合的に管理する考え方を広めたのが, Kaplan
と Nortonによって提唱されたバランス・スコ
アカードである（Kaplan＝Norton, 1996, 2001)。
バランス・スコアカードは財務の視点, 顧客の
視点, 社内ビジネス・プロセスの視点, 学習と
成長の視点といった４つの視点から, 企業の業
績を見直そうとするものである。またバランス
・スコアカードではこれらの視点やそれぞれの
視点に含まれる業績指標の相互関連性をとらえ
ながら, 財務的成果を向上するための筋道もし
くは戦略を示すという役割を担う。具体的には,
従業員の能力向上といった学習と成長の視点に
属する業績指標の向上が, 不良率の低減といっ
た業務効率性を示す社内ビジネス・プロセスの
視点に属する業績指標の向上をもたらし, さら
に顧客満足度といった顧客の視点に属する業績
指標に影響を与え, 最終的に財務的成果をもた
らすといった関係を想定し, 業績指標体系を構
築する。
このような動きと並行して, 非財務的指標と
財務的指標に関する調査研究がいくつか実施さ
れるようになった。例えば, Ittner＝Larcker
（1998, 2001）は, アメリカ企業を対象にした
調査を紹介し, 非財務的指標が注目されてきた
ことを示唆している。また日本についても, 星
野（1994）が非財務的指標の重要性について調
査を行っている。
しかし, これまで日本企業を対象とした実態
調査においては非財務的指標への関心や重要度
がどの程度であるかについては検討されてきた
が, 非財務的指標がどの程度の水準にあるかに
ついて十分明らかになっていない。これらの実
態を把握することは, 非財務的指標の活用方法
を模索する上で必要不可欠である。
このような問題意識から, 製造企業に属する
日本企業における各業績指標の成果水準や, 非
財務的指標と財務的指標との関係性を明らかに
する目的で, 次節で紹介する『財務的指標と非
財務的指標とのリンケージについての調査』が
神戸大学管理会計研究会（研究代表：加登豊・
河合隆治）によって企画された。
本論文では, 本調査によって回収された重要
度, 成果満足度に関する基礎統計量を示し, 議
論する。
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１ はじめに：財務的指標以外の業績指標
の必要性1)
*本学経営学部
1) 管理会計において非財務的指標が注目された背
景の詳細については, 加登＝河合（2002）を参照
されたい。
日本における業績指標測定の現状
河 合 隆 治*
２ 『財務的指標と非財務的指標との
リンケージについての調査』
21 質問票の構成
本調査の質問票は大きく, ①回答者および回
答企業のプロフィールに関する質問, ②業績指
標の達成状況・利用状況に関する質問, ③財務
的指標と非財務的指標との関連性に関する主観
的評価に関する質問, ④非財務的指標の管理方
法に関する質問に分けられる。
第一に, 回答者および回答企業のプロフィー
ルに関する質問は, 回答者や回答企業の属性を
知ることにより, 調査に隔たりがないかを確認
するために設定された。後述するように回答者
や回答企業の隔たりはそれほど存在しない。
第二に, 業績指標の達成状況・利用状況に関
する質問は, 財務的指標および非財務的指標に
対する成果満足度, 業績指標カテゴリーの重要
度を明らかにするために設定した。質問項目は
欧米を対象に行われた Ittner＝Larcker (1995,
1997a, b, c, 2001) を参考に作成した。これらの
質問は本調査の主要部分にあたる。
第三に, 財務的指標と非財務的指標との関連
性に関する主観的評価に関する質問では, 主観
的にそれぞれの業績指標がどの指標の向上によ
ってもたらされるかについて質問した2)。
最後に, 非財務的指標の管理方法に関する質
問では, 日本企業においてどの程度非財務的指
標を管理するシステムが普及しているかについ
て調査した。具体的には, ①品質に関する賞を
受賞, もしくは認証を取得しているか, ②非財
務的指標をカテゴリー分類して測定しているか,
③バランス・スコアカードを導入しているか,
④非財務的指標の向上に関する経営会議をどれ
くらいの頻度で開催しているかについて質問し
た。
22 調査票の発送方法および回収状況
22では『財務的指標と非財務的指標とのリ
ンケージについての調査』の回収状況ならびに
調査協力企業の概要について紹介する。
業績指標の中には, 全ての企業で共通に測定
管理可能なものもあるが, 本調査のように多様
な業績カテゴリーに属する業績指標に関して質
問する際には, 設定した業績指標が実態にそぐ
わない, もしくは測定不可能な業種が存在する。
そこで本調査では, 生産設備を持つ企業を想定
して設計した。そのため本調査は, 東証一部に
属する建設業を除く製造業および電気・ガス業
に属する企業837社を対象にした。
『財務的指標と非財務的指標とのリンケージ
に関する調査』の質問票は, 2002年10月20日付
けで, 調査依頼書, 料金後納手続きを行った返
信用封筒を同封の上, 発送した3)。
回収期限は, 2002年11月15日としたが, その
後も12月上旬まで質問票が返送された4)。図表
１は, 質問票の業種別回収率を示したものであ
る。全体の回収率は, 13.7％（113社）であっ
た。図表１に示されている業種別回収数や回収
率を見る限り, サンプルにそれほどの隔たりは
ないと判断可能である。
３ 調査結果
31 回答者および回答企業のプロフィールに
関する質問
311 回答者のプロフィール
回答者の平均勤続年数は20.96年（標準偏差
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2) ③財務的指標と非財務的指標との関連性に関す
る主観的評価に関する質問については, 業績測定
指標の議論とは関連性が少ないため, 本論文にお
いては結論部分で触れるのみとする。
3) 発送先はまず, 東洋経済新報社『会社四季報
CDROM版』2002年秋号を参考にし, 調査対象
企業リストを作成した上で, 2002年度版ダイヤモ
ンド社編『会社職員録CDROM版』で経営戦略
部門もしくは経営企画部門の責任者を検索し, 所
在地を確認した。検索の結果, 経営戦略部門もし
くは経営企画部門が発見できなかった場合, ①社
長室, ②秘書室, ③管理部門, ④総務部, ⑤経理
部という優先順位で発送名宛人を指定した。最終
的に関連する部門が全く見当たらない場合は, 代
表取締役社長宛に送付した。
4) 発送名宛人が退職したため, ６通返送されたが,
そのうち４通は発送直後に返送されてきたため,
速達で再送した。その他には, 督促の電話連絡や
督促状・質問票の再送付を行わなかった。
9.031), 現部署に配属されてからの年数は平均
3.64年（標準偏差4.398）であった。この結果
から, 回答者は, 自社の状況を十分に反映した
回答を行うのに足る経験を備えていると判断で
きる。また, 回答者の18.3％が製造部門, 28.7
％が販売（営業企画）部門, 34.8％が販売（営
業・営業管理）部門, 17.4％が研究開発部門,
18.3％が人事・総務・労務部門, 71.3％が経営
企画部門・社長室・秘書室, 34.8％が経理・財
務部門, 23.5％が海外勤務, 17.4％が子会社・
関連企業, 21.7％がその他の部署に配属された
経験を持っていた。
312 回答企業の状況
図表２は回答企業の市場投入製品数, 顧客の
購入サイクル, 最終製品出荷割合, 製品輸出割
合を示している。まず市場投入製品数は, 回答
者の原価計算単位の把握方法で大きなばらつき
が生じている点に注意する必要がある。また,
顧客の購入サイクルは, 平均値が2.91であるた
め, 顧客は平均約３年ごとに製品を購入してい
ることとなる。そして, 最終製品出荷割合の平
均値は3.41であることから, 回答企業は平均し
てほぼ半数以上の製品を最終製品として出荷し
ていることがわかる。さらに, 製品輸出割合の
平均値が2.33となっており, 平均して回答企業
が製品を輸出する割合は半数以下である。
313 回答企業を取り巻く企業環境および戦略
回答企業を取り巻く環境および戦略を示した
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図表１ 質問票業種別回収率
業 種 質問票発送数 回収数 回収率
鉱業 8 0 0.0％
食料品 71 12 16.9％
繊維製品 51 7 13.7％
パルプ・紙 13 1 7.7％
化学 114 18 15.8％
医薬品 35 3 8.6％
ゴム製品 10 3 30.0％
ガラス・土石製品 25 3 12.0％
鉄鋼 36 5 13.9％
非鉄金属 22 5 22.7％
金属製品 32 4 12.5％
機械 117 13 11.1％
電気機器 156 18 11.5％
輸送用機器 59 9 15.3％
精密機器 22 4 18.2％
石油・石炭製品 7 1 14.3％
電気・ガス業 15 1 6.7％
その他製品 44 8 18.2％
全体 837 115 13.7％
ものが図表３である。この表は, 平均して全て
の項目に対してよく当てはまっていること, 特
に利益機会への対応, 製品ラインナップの広範
さ, コスト効率性が高い値であることを示して
いる。
32 業績指標の達成状況・利用状況に関する
質問
321 財務的指標および非財務的指標の重要度
321ではまず, それぞれの業績カテゴリー
の重要性についてみていく。
図表４（次頁）は, 業績指標のタイプ別に分
けたカテゴリーごとの重要度を示している5)。
図表４によると, 品質に関する業績指標が「ど
の指標に代え難いほど重要である」と回答した
企業が全体の37.8％にのぼり, 製造業に属する
日本企業において「品質」業績カテゴリーが最
も重要であることを如実に示している。次いで
「財務」業績カテゴリー（23.5％）と「顧客」
業績カテゴリー（21.7％）が「どの指標に代え
難いほど重要である」と回答した企業の割合が
高くなっている｡「財務」および「顧客」業績
カテゴリーが高いことは, 企業活動の成果が重
視されていることを示していると考えられる。
他方図表４では,「営業｣,「製品開発｣,「サ
プライヤー｣,「社会｣,「情報インフラストラク
桃山学院大学総合研究所紀要 第29巻第３号42
顧客に関する業績指標から営業に関する業績指標
を分離したこと, 情報インフラストラクチャーに
関する業績指標を加えたことである。
図表２ 回答企業の状況
回答企業の実態 平均値 標準偏差 中央値 最小値 最大値 回答数
市場投入製品数 3592.47 14511.151 70 2 130000 102
顧客の購入サイクル 2.91 1.819 3 1 5 112
最終製品出荷割合 3.41 1.749 4 1 5 114
製品輸出割合 2.33 0.749 2 1 4 114
図表３ 回答企業の企業環境および戦略
回答企業の実態 平均値 標準偏差 中央値 最小値 最大値 回答数
利益機会への対応 3.87 0.853 4 2 5 115
環境変化への対応 3.59 0.829 4 1 5 114
生産調整の迅速性 3.31 0.986 3 1 5 115
製品ラインアップ変更の迅速性 3.11 0.944 3 1 5 114
製品ラインアップの広範さ 3.88 0.850 4 2 5 115
市場への新製品投入の早さ 3.52 0.809 4 1 5 115
新製品への利益期待 3.21 0.853 3 1 5 115
コスト効率性 3.89 0.896 4 2 5 114
既存市場の堅持 3.41 0.945 3 1 5 115
市場予測可能性 3.08 0.850 3 1 5 115
競合他社予測可能性 3.30 0.797 3 1 5 115
5) これらのカテゴリー分けは Ittner＝Larcker
（2001）に依拠している。主な変更点は業務提携
に関する業績カテゴリーを採用しなかったことと,
チャー」といった業績カテゴリーが無視できる
と回答した企業が若干みられる。
続いて業績カテゴリーの全般的な重要度の傾
向を把握するために, 図表５において業績カテ
ゴリーごとの重要度に関する記述統計量をみて
いく。業績カテゴリー重要度は「どの指標にも
代え難いほど重要である」を１,「重要な指標
ではあるが, 他にも考慮しなければならない」
を２,「それほど重視する必要はないが, 無視
することはできない」を３,「無視できる」を
４と得点化している。そのため図表５では平均
値が低いほど, 該当する業績カテゴリーの重要
度が高い。
図表５に示されている平均値からも,「品質」
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図表４ 業績カテゴリー重要度の度数分布表
業績カテゴリー
重要度
代え難く
重要
重要である
それほど
重要でない
無視
できる
回答数 欠損値
財務重要度 27（23.5％) 80 (69.6％) 7 (6.1％) 0 (0.0％) 114 (99.1％) 1 (0.9％)
顧客重要度 25 (21.7％) 83 (72.2％) 5 (4.3％) 0 (0.0％) 113 (98.3％) 2 (1.7％)
営業重要度 19 (16.5％) 78 (67.8％) 13 (11.3％) 3 (2.6％) 113 (98.3％) 2 (1.7％)
製品開発重要度 20 (17.4％) 85 (73.9％) 8 (7.0％) 1 (0.9％) 114 (99.1％) 1 (0.9％)
生産業務重要度 9 (7.8％) 99 (86.1％) 6 (5.2％) 0 (0.0％) 114 (99.1％) 1 (0.9％)
品質重要度 40 (37.8％) 72 (62.6％) 2 (1.7％) 0 (0.0％) 114 (99.1％) 1 (0.9％)
サプライヤー重要度 5 (4.3％) 84 (73.0％) 22 (19.1％) 2 (1.7％) 113 (98.3％) 2 (1.7％)
環境重要度 12 (10.4％) 78 (67.8％) 24 (20.9％) 0 (0.0％) 114 (99.1％) 1 (0.9％)
社会重要度 7 (6.1％) 59 (51.3％) 44 (38.3％) 2 (1.7％) 112 (97.4％) 3 (2.6％)
従業員重要度 14 (12.2％) 87 (75.7％) 12 (10.4％) 0 (0.0％) 113 (98.3％) 2 (1.7％)
情報インフラ重要度 4 (3.5％) 69 (60.0％) 39 (33.9％) 3 (2.6％) 115 (100％) 0 (0.0％)
図表５ 業績カテゴリー重要度の記述統計量
業績カテゴリー重要度 平均値 標準偏差 中央値 最小値 最大値 回答数
財務重要度 1.82 0.519 2 1 3 114
顧客重要度 1.82 0.486 2 1 3 113
営業重要度 2.00 0.627 2 1 4 113
製品開発重要度 1.91 0.525 2 1 4 114
生産業務重要度 1.97 0.363 2 1 3 114
品質重要度 1.67 0.509 2 1 3 114
サプライヤー重要度 2.19 0.527 2 1 4 113
環境重要度 2.11 0.554 2 1 3 114
社会重要度 2.37 0.630 2 1 4 112
従業員重要度 1.98 0.481 2 1 3 113
情報インフラ重要度 2.36 0.595 2 1 4 115
業績カテゴリーが最も重視されていることがわ
かる（平均値1.67)｡ また, ｢財務」(平均値1.82),
「顧客」(平均値1.82), ｢製品開発」(平均値
1.91),「生産業務」(平均値1.97）｢従業員」
(平均値1.98）といった業績カテゴリーの平均
値は２未満なため, 重要度が高いといえる。さ
らに平均値の結果からは,「情報インフラ」業
績カテゴリーや「社会」業績カテゴリーの重要
度が相対的に低いと判断することができる。
これらの結果を総括すると, 回答企業では全
ての業績指標の重要度が総じて高く, その中で
も「品質」業績カテゴリーに属する業績指標,
「財務｣,「顧客」に属する業績指標が重視され
ている。
322 財務的指標の成果満足度
322では, 財務的指標の成果満足度の記述
統計量について, 図表６でみていく。
まず, それぞれの財務的指標の尺度の取り方
をみると, 営業収益達成度, 営業費用達成度,
営業利益達成度に関する財務的指標は,「大幅
に目標に届かない（達成度－25％以下)」を１,
「目標に届かない（達成度－24％～－６％)」
を２,「目標通り（達成度－５％～５％)」を３,
「目標を超えた（達成度６％～24％)」を４,
「大幅に目標を超えた（達成度25％以上)」を
５と得点化している。
また, 営業収益見込, 営業費用見込, 営業利
益見込は,「不安が大きい（期待度0％)」を１,
「少し期待しているが, まだまだ不安である
（期待度１％～20％)」を２,「ある程度期待し
ている（期待度21％～50％)」を３,「期待して
いる（期待度51％～90％)」を４,「非常に期待
している（期待度91％～100％)」を５と得点化
している。
その他の財務的指標の満足度について測定・
把握している際には,「不満（満足度０％)」を
１,「少し満足しているが, まだまだ不満であ
る（満足度１％～20％)」を２,「ある程度満足
している（満足度 21％～50％)」を３,「満足
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図表６ 財務的指標の成果満足度についての記述統計量
財務的指標 平均値 標準偏差 中央値 最小値 最大値 把握せず 回答数
営業収益達成度 2.50 0.842 2 1 4 115
営業費用達成度 2.82 0.719 3 1 4 114
営業利益達成度 2.46 1.070 2 1 5 115
営業収益見込 2.95 1.033 3 1 5 115
営業費用見込 3.16 0.858 3 2 5 114
営業利益見込 3.05 1.096 3 1 5 114
ＲＯＡ 1.88 0.974 2 1 4 5 115
ＲＯＥ 1.90 1.009 2 1 4 6 115
製品セグメント利益率 2.26 0.881 2 1 4 4 115
顧客セグメント利益率 2.19 0.807 2 1 4 21 115
株価 1.75 0.851 2 1 5 5 115
ＥＶＡ 1.95 0.936 2 1 5 73 115
既存製品原価低減率 2.33 0.893 2 1 4 6 115
新製品原価低減率 2.39 0.846 2 1 4 13 115
営業キャッシュフロー 2.47 0.924 2 1 4 1 115
している（満足度51％～90％)」を４,「非常に
満足している（満足度91％～100％)」を５と得
点化している。なおこれらの業績指標が測定・
把握されていない企業のデータは, 平均値, 標
準偏差, 中央値, 最大値, 最小値に影響を与え
ないように処理した。このように得点化してい
るため, 図表６では平均値が高いほど, 該当す
る業績指標の成果が大きい。
まず図表６の営業収益達成度, 営業費用達成
度, 営業利益達成度の結果についてみてみると,
営業利益達成度の最大値は５であるが, 営業収
益達成度, 営業費用達成度の最大値は４となっ
ている。これは回答企業の中で当初立てた営業
収益目標と営業費用目標を大幅に越えた企業が
１社もないことを表している。また営業収益達
成度, 営業利益達成度の中央値が３に満たない
ため, 回答企業のうち, 過半数の企業が営業収
益目標や営業費用目標に届いていないことを示
唆している。さらに平均値についても営業収益
達成度, 営業費用達成度, 営業利益達成度全て
について３未満であった。
次に図表６で示された営業収益見込, 営業費
用見込, 営業利益見込に関する財務的指標の結
果をみてみると, 営業収益見込の平均値が2.95,
営業費用見込の平均値が3.16, 営業利益見込の
平均値が3.05となっている。この結果から,
2002年度の営業収益の期待度は低いものの, 営
業費用, 営業利益に関しては期待されているこ
とがわかる。
さらに他の財務的指標についても検討すると,
これら全ての財務的指標に関する中央値が２と
なっている。このことは, 回答企業の過半数の
企業がこれらの財務的指標に対して20％以下の
満足度しかないことを示している。また, 平均
値について検討すると, 特にＲＯＡ, ＲＯＥ,
株価, ＥＶＡといった財務的指標の満足度が低
いといえる。
323 顧客に関する業績指標の成果満足度と測
定の実態
323では「顧客」カテゴリーに関する業績
指標の成果満足度や企業が顧客に関してどのよ
うなデータを測定しているかについて検討する。
図表７に顧客満足度および市場占有率の成果
満足度についての記述統計量を示す。
顧客満足度や市場占有率については,「不満
（満足度０％)」を１,「少し満足しているが,
まだまだ不満である（満足度１％～20％)」を
２,「ある程度満足している（満足度21％～50
％)」を３,「満足している（満足度51％～90％)」
を４,「非常に満足している（満足度91％～100
％)」を５と得点化した。
図表７の結果をみると, まず, 顧客満足度お
よび市場占有率の中央値が２となっている。こ
れは回収企業の過半数において顧客満足度およ
び市場占有率の満足度が20％以下であることを
表している。また平均値についても, 顧客満足
度が2.43, 市場占有率が2.24であり, 共に顧客
に関する業績指標の成果に対する満足度が低い
ことを表している。
次に日本の製造業における顧客データの測定
状況についてみていく。図表８（次頁）はどの
ような顧客に関するデータが測定されているか
について示したものである。
図表８からは以下のことが読み取れる。
第一に顧客満足度に関しては, 一ヵ月当たり
の苦情件数が測定される割合が相対的に高くな
っている（61.7％)。その反面, 独自に収集し
たデータ, 市場調査会社等外部機関によるデー
タ, 面接調査によるデータを測定している企業
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図表７ 「顧客」カテゴリーに属する業績指標についての記述統計量
非財務的指標 平均値 標準偏差 中央値 最小値 最大値 回答数
顧客満足度 2.43 0.737 2 1 4 109
市場占有率 2.24 0.790 2 1 4 114
は過半数に満たない状態である。このことから,
顧客満足度を低下させないための情報収集を行
っているが, 積極的に顧客満足を向上させるた
めの情報収集があまり行われていないことが推
察される。
第二に市場占有率に関しては, 独自に収集し
たデータ（67.0％), 公開データ（65.2％）が
測定される割合が高くなっている。この結果か
ら市場占有率に関する情報収集は通常行われて
いると理解できる。
第三に顧客に関するデータで収集の割合が高
かったのは, 取引継続顧客数であった（79.1％)。
このことから, 継続取引企業に対するデータは
比較的多くの企業が有している可能性が高いと
推測される。
第四に潜在的顧客数を測定・把握している企
業が43社（37.4％), 利益率の高い顧客数を把
握している企業が41社（35.7％）あった。この
ことから, 30％を超える企業が積極的に新規顧
客や高利益獲得機会を探索していることが窺え
る。
以上調査結果を総括すると, 顧客満足度, 市
場占有率ともに成果満足度が低かったこと, 総
じて市場占有率に関する情報収集の方が顧客満
足度に関する情報収集より盛んに行われてきた
ことが明らかになった。
24 業務指標の成果満足度
24では, 業務指標の成果満足度について検
討する。図表９（次頁）は各業務指標の成果満
足度に関する記述統計量を示している。
ここで各業務指標について測定・把握してい
る際には,「不満（満足度０％)」を１,「少し
満足しているが, まだまだ不満である（満足度
１％～20％)」を２,「ある程度満足している
（満足度21％～50％)」を３,「満足している
（満足度51％～90％)」を４,「非常に満足して
いる（満足度91％～100％)」を５と得点化した。
なおこれらの業績指標が測定・把握されていな
い企業のデータは, 平均値, 標準偏差, 中央値,
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図表８ 顧客に関するデータの測定状況
顧客に関して収集しているデータ 測定している 測定していない
企業独自に収集した最終消費者の満足度に関するデータ 48 (41.7％) 67 (58.3％)
市場調査会社等外部機関が収集した顧客満足度に関するデータ 33 (28.7％) 82 (71.3％)
顧客との面接調査に基づく顧客満足度に関するデータ 43 (37.4％) 72 (62.6％)
一ヵ月当たりの苦情件数 71 (61.7％) 44 (38.3％)
その他顧客満足度に関するデータ 7 (6.1％) 108 (93.9％)
企業独自に収集した市場占有率に関するデータ 77 (67.0％) 38 (33.0％)
公開された市場占有率のデータ 75 (65.2％) 40 (34.8％)
同種の製品のうち, 自社製品が納入先に占める数量の割合 48 (41.7％) 67 (58.3％)
その他市場占有率に関するデータ 4 (3.5％) 111 (96.5％)
自社製品の最終消費者数 34 (29.6％) 81 (70.4％)
取引を継続している顧客数 91 (79.1％) 24 (20.9％)
自社製品群の潜在的な顧客数 43 (37.4％) 72 (62.6％)
自社に高い利益をもたらす顧客数 41 (35.7％) 74 (64.3％)
製品を納入するバイヤーとの取引継続年数 27 (23.5％) 88 (76.5％)
その他顧客情報に関するデータ 8 (7.0％) 107 (93.0％)
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図表９ 業務指標に属する業績指標の成果満足度についての記述統計量
非財務的指標 平均値 標準偏差 中央値 最小値 最大値 把握せず 回答数
顧客獲得努力 2.49 0.844 2 1 4 13 114
契約成立頻度 2.54 0.755 2 1 4 19 114
所有特許数 2.28 0.851 2 1 5 3 115
新製品開発成功率 2.11 0.819 2 1 4 16 115
新製品開発リードタイム 2.14 0.802 2 1 4 10 115
部品点数削減 2.30 0.728 2 1 4 32 115
納期達成 3.04 0.830 3 1 5 4 115
生産リードタイム 2.84 0.851 3 1 5 2 115
安全性 3.28 1.033 3 1 5 3 115
生産高 2.96 0.841 3 1 4 1 115
工程の柔軟性 2.81 0.927 3 1 5 9 115
適正な在庫 2.65 0.933 3 1 5 5 115
出荷前不良 2.93 1.081 3 1 5 5 115
出荷後不良 2.78 1.152 3 1 5 3 115
製品耐久性 3.59 0.773 4 2 5 12 115
工程整備 3.38 0.906 3 2 5 10 114
サプライヤー安定度 3.14 0.790 3 2 5 10 115
サプライヤー参加度 2.73 0.860 3 1 5 29 115
サプライヤー価格低減率 2.63 0.840 3 1 5 12 115
環境破壊物質削減 3.20 0.884 3 1 5 8 115
環境外部評価 3.15 0.929 3 1 5 35 115
企業イメージ 2.70 0.846 3 1 5 11 115
企業社会参加度 2.62 0.900 3 1 5 16 115
従業員満足度 2.83 0.865 3 1 5 38 115
従業員定着度 3.34 0.830 3 1 5 6 115
従業員教育 2.78 0.919 3 1 5 3 114
従業員目標理解度 2.85 0.903 3 1 5 8 114
提案件数 2.93 0.953 3 1 5 9 114
パソコン普及度 4.01 0.818 4 2 5 2 115
ＩＴ利用率 3.50 0.815 3.5 2 5 7 115
最大値, 最小値に影響を与えていない。
図表９をみると, 成果満足度は全体的に低め
である。また, 業務指標ごとに成果満足度に差
が見受けられる。特にパソコン普及度, ＩＴ利
用率, 製品耐久性といった業務指標の成果満足
度は相対的に高く, 新製品開発成功率, 新製品
開発リードタイムの成果満足度が相対的に低く
なっている。
業績指標の満足度を各業績カテゴリーで検討し
ていくと, 次のようなことがみられる。
第一に「営業」業績カテゴリーに属する業績
指標について検討すると, 中央値が２であり,
過半数の企業の成果満足度が20％に満たないこ
とを示している。また, 平均値を比較すると,
顧客獲得努力（平均値2.49)と契約成立頻度
（平均2.54）にそれほど差はないといえよう。
第二に「製品開発」業績カテゴリーをみてみ
ると, 全ての指標の中央値が２であり, 過半数
の企業の成果満足度が20％に満たないことを意
味している。また, 平均値を比較すると,「製
品開発」業績カテゴリーに属する業績指標間で
はそれほど差がないと判断できる。さらに, 個
別の業績指標について検討すると, 所有特許数
を測定・把握していない企業は３社のみであり,
ほぼ全ての企業において把握されていることが
わかる。その反面, 部品点数削減を測定してい
ない企業が32社と多い。
第三に「生産業務」業績カテゴリーをみてみ
ると, 納期達成と安全性の平均値が３を超えて
いるが, 残りの業績指標は３に満たない。この
ことから「生産業務」業績カテゴリーの成果に
対する満足度も総じて高くないといえよう。ま
た,「生産業務」業績カテゴリーに属する全て
の指標について, 測定把握していない回答企業
数は10社未満である。特に生産高を測定してい
ない企業は1社のみである｡ このことから, ｢生
産業務」業績カテゴリーに属する業績指標はほ
とんどの企業において測定されていることが窺
える。
第四に「品質」業績カテゴリーについてみて
みると, 製品耐久性の成果満足度が3.56と他の
業績指標と比べ高めである。また, 出荷前品質
を測定していない企業は５社, 出荷後品質につ
いては３社のみであり, 両者に関してはほとん
どの企業で測定されているといえよう。
第五に「サプライヤー」業績カテゴリーにつ
いて検討する。この業績カテゴリーでは, サプ
ライヤー安定度の平均値（3.14）が３を超えて
おり,「サプライヤー」業績カテゴリーに属す
る他の業績指標に比べ平均値が高い。また「サ
プライヤー参加度」を測定していない企業が29
社と多い。
第六に「環境」業績カテゴリーをみてみると,
環境破壊物質削減（平均値3.25), 環境外部評
価（平均値3.15）とも平均値が３を超えており,
成果満足度は中程度であると解釈できる。両者
とも平均値にそれほど差がないようにみえる。
また, 環境破壊物質を測定・把握していない企
業が８社と少ない一方, 環境外部評価を測定・
把握していない企業は38社にものぼっている。
第七に「社会」業績カテゴリーをみると, 企
業イメージ（平均値2.70), 企業の社会参加度
（平均値2.62）共に平均値が３に満たず, 成果
満足度がそれほど高いとはいえない。また両者
の平均値の差はそれほど大きいとはいえない。
第八に「従業員」業績カテゴリーを検討する
と, 他の「従業員」業績カテゴリーに属する業
績指標に比べ, 従業員定着度の平均値が3.34と
高めになっている。また, 従業員満足度を測定
・把握していない企業が38社と多い。
最後に「情報インフラストラクチャー」業績
カテゴリーをみると, パソコン普及度（平均値
4.01, 中央値４), ＩＴ利用率（平均値3.50,
中央値3.5）ともに中央値, 平均値が高く, ほ
とんどの企業が情報システムの整備状況に満足
していると考えられる。特にパソコン普及度の
平均値が４を超え, 満足度が高いといえよう。
続いて図表10で, 業績指標の満足度を統合し
て, 業務指標に属する業績カテゴリーの成果満
足度について示す。
この分析にあたり, それぞれの業務指標カテ
ゴリーに属する全項目の成果満足度を加重平均
して算出し, 業績指標カテゴリーごとの成果満
足度を集計した。
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図表10では各業績カテゴリーの平均値, 中央
値に差がみられる。特に「情報インフラストラ
クチャー」の成果満足度が高く, 製品開発の成
果満足度が低くなっている。この結果から回答
企業は「情報インフラストラクチャー」に属す
る業績指標のパフォーマンスに対しては満足し
ているが,「製品開発」に属する業績指標につ
いては, ほとんど満足していないことが窺える。
さらに図表11では業績カテゴリーごとのスコ
アを統合し, 顧客の視点, 社内ビジネス・プロ
セスの視点, 学習と成長の視点に関する成果満
足度について示している。なお, 図表11の顧客
の視点は, 顧客満足度, 市場占有率に関する業
績指標と「営業」カテゴリーの業績指標, 社内
ビジネス・プロセスの視点は「製品開発｣,「生
産業務｣, ｢品質｣, ｢サプライヤー｣, ｢環境｣,
｢社会」カテゴリーの業績指標, 学習と成長の
視点は「従業員｣, ｢情報インフラストラクチャ
ー｣ の業績指標で構成されている。
図表11では図表10同様, 顧客の視点, 社内ビ
ジネス・プロセスの視点, 学習と成長の視点に
ついて, それぞれの視点に属する指標の成果満
足度を加重平均して算出し, 集計した。
図表11の結果から, 学習と成長の視点, 社内
ビジネス・プロセスの視点, 顧客の視点と, バ
ランス・スコアカードの議論において財務的視
点との結びつきが強いといわれている視点にな
るほど, 成果満足度が低下する傾向が窺える。
25 財務的指標と非財務的指標のマネジメン
ト実態
25では, 回答企業における財務的指標と非
財務的指標の管理システムの普及状況について
検討する。具体的には品質に関する受賞・認証
取得状況やバランス・スコアカードの普及状況,
非財務的指標の向上に関する経営会議の開催頻
度がどの程度であるかについてみていく。
まず回収企業における品質に関する受賞・認
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図表10 業務指標に属する業績カテゴリーの成果満足度についての記述統計量
業績カテゴリー 平均値 標準偏差 中央値 最小値 最大値 回答数
営業 2.5291 0.73373 2.5 1 4 103
製品開発 2.2109 0.65324 2 1 4.25 113
生産業務 2.9319 0.66946 3 1.33 4.33 114
品質 3.1265 0.88149 3 1 5 112
サプライヤー 2.8532 0.72284 3 1.33 5 109
環境 3.1495 0.86661 3 1 5 107
社会 2.6557 0.77264 2.5 1 5 106
従業員 2.9488 0.70728 3 1.60 5 113
情報インフラストラクチャー 3.7788 0.76163 4 2 5 113
図表11 非財務的指標に属する3つの視点の成果に対する満足度に関する記述統計量
視点 平均値 標準偏差 中央値 最小値 最大値 回答数
顧客の視点 2.4006 0.59784 2.25 1 4 114
社会ビジネス・プロセスの視点 2.8188 0.57716 2.75 1.43 4.16 115
学習と成長の視点 3.2054 0.63725 3.1429 2 5 113
証取得状況の集計結果を示したのが図表12であ
る。
図表12の結果から, 回答企業のほとんどが品
質に関する賞や認証を取得していることがわか
る。さらに品質に関する受賞・認証の内訳をみ
ると, そのほとんどが ISO9000 シリーズであ
ると回答している。この結果から, 日本の製造
業において ISO9000 シリーズの認証取得は普
及していることが窺える。他方デミング賞を受
賞している企業は９社であった。
このような品質に関する賞や認証に関する取
得率の高さは, 品質の重要度や成果満足度の高
さと関連し, 日本における品質への関心の高さ
を裏付けるものである。
続いて図表13は非財務的指標の管理方法につ
いて示したものである。
図表13の結果から, 回答企業のうち15社（13
％）がバランス・スコアカードを導入している
ことが明らかとなった。またバランス・スコア
カードのように非財務的指標をいくつかのカテ
ゴリーに分類し, 管理していると回答した企業
は31社（27％）であった。これらの結果から,
業績指標を指標の特性や関連した業務活動ごと
に分類し, それらの結果を管理している企業が
それほど存在していないことがわかる。このこ
とから, 日本においては, それぞれ業績指標が
個々に測定・管理され, あまり他の業績指標と
の関連で検討されることが少ない可能性がある。
さらに, 非財務的指標の向上に関する経営会
議の開催頻度については図表14のとおりである。
経営会議の開催頻度について過半数の企業が一
ヵ月に一度の頻度であった。これは, 過去行わ
れたアメリカ企業を対象とした調査結果6）と比
べると, 日本企業では非財務的指標に対する関
心が高く, しばしば経営会議の議題となること
を示している。他方, 非財務的指標の向上に関
する会議を実施していないと回答した企業は16
社あり, 非財務的指標に対する関心が低い企業
も存在している。
４ 調査結果の解釈
前項では, 日本企業における業績測定指標に
関する調査結果について個別に検討してきた。
その結果を総合的に順位づけしてまとめたもの
が図表15である。
図表15の重要度については図表６, 成果満足
度に関しては財務的指標・顧客に属する全項目
の成果満足度を加重平均して算出した結果と図
表10をもとに, 測定・把握していない企業数に
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図表12 品質に関する受賞・認証取得状況
受賞・取得している 受賞・取得していない
品質に関する賞・認証 101 (87.8％) 14 (12.2％)
デミング賞 9 (7.8％) 106 (92.2％)
ISO9000 シリーズ 97 (84.3％) 18 (15.7％)
図表13 財務的指標の管理方法の普及状況
非財務的指標の管理方法 管理している 管理していない 無回答
カテゴリー別管理 31 (27.0％) 79 (68.7％) 5 (4.3％)
バランス・スコアカード 15 (13.0％) 99 (86.1％) 1 (0.9％)
6) 例えば, Kaplan＝Norton (2001）では, 経営会
議で非財務的指標について語られることがないの
がアメリカ企業にとって大きな問題であることを
示している。またIttner＝Larcker (1998）で紹介
されている Wm. Schemann and Associates社の調
査においてもアメリカ企業においてあまり経営会
議で非財務的指標が見直されないといった結果が
示されている。
ついては個々の業績指標の企業数を加重平均し
て算出した結果7）をもとに作成した。
図表15からは以下のことが読み取れる。
第一に, 重要度の順位と成果満足度の順位に
差がある業績指標が存在する。例えば, ｢財務｣,
｢顧客｣, ｢製品開発｣ は重要度に関しては上位
に位置しているが, 成果満足度は他の業績指標
に比べ相対的に低い。このことは, ｢財務｣,
｢顧客｣, ｢製品開発｣ といった重要度が上位５
位以内の業績指標に関して, 日本企業が満足の
いく成果を収めていないことを示している。こ
れらの業績指標に関して成果を収められていな
いのは, 現状においてこれらの業績指標を向上
させることが困難であることを意味している。
特に ｢財務｣, ｢顧客｣ といった業績指標は, 消
費者の購買力の低下など日本における不況の影
響を受けている。また ｢財務｣, ｢顧客｣ といっ
た指標は企業活動の積み重ねの結果であり, 即
座に向上させるのが難しい業績指標である。こ
れらの業績指標を向上させるには, 他の関連す
る業績指標を向上させる必要がある。さらに他
の理由として, 重要度が高いために企業がこれ
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図表14 非財務的指標の向上に関する経営会議の開催頻度
開催頻度
１週間に
一度
１ヵ月に
一度
３ヵ月に
一度
６ヶ月に
一度
一年に
一度
数年に
一度
実施して
いない
無回答
経営会議
4
(3.5％)
59
(51.3％)
14
(12.2％)
13
(11.3％)
3
(2.6％)
3
(2.6％)
16
(13.9％)
3
(2.6％)
図表15 業績指標に関する調査結果（平均値）の要約
重要度 成果満足度 測定・把握していない企業数
順位 業績カテゴリー 平均値 業績カテゴリー 平均値 業績カテゴリー
未測定
企業数
１ 品質 1.67 情報インフラ 3.78 生産業務 4
２ 財務 1.82 環境 3.15 情報インフラ 4.5
３
顧客
（財務と同位）
1.82 品質 3.13 品質 7.5
４ 製品開発 1.91 従業員 2.95 従業員 12.8
５ 生産業務 1.97 生産業務 2.93 社会 13.5
６ 従業員 1.98 サプライヤー 2.85 財務 14.9
７ 営業 2.00 社会 2.66 製品開発 15.3
８ 環境 2.11 営業 2.53 営業 16
９ サプライヤー 2.19 財務 2.44 サプライヤー 17
10 情報インフラ 2.36 顧客 2.37 環境 21.5
11 社会 2.37 製品開発 2.53
7) 営業収益達成度, 営業費用達成度, 営業利益
達成度, 営業収益見込, 営業費用見込, 営業利益
見込のデータは加重平均の計算に含めなかった。
また顧客に関する指標を測定・把握していないか
どうかについての質問項目を設定しなかったため,
測定・把握していない企業数に関するランキング
に含めなかった。
らの成果に対して高い期待をよせていることが
考えられる。
逆に ｢情報インフラ｣, ｢環境｣ に関する業績
指標に関する重要度は低いが, 成果満足度に関
しては相対的に高い。これは業績指標に関する
重要度が低いため, それほど成果満足度に対し
て日本企業が期待していない可能性がある。ま
た特に「情報インフラ」に関しては, 設備投資
によって, 比較的容易に向上することができる
指標であるといえる。
第二に, 重要度と測定されていない企業数と
のギャップが存在する。特に「製品開発」につ
いて顕著である。換言すれば,「製品開発」に
関しては重要度を認識しているにもかかわらず,
実情が把握されていない場合がある。このよう
な業績指標に関しては測定尺度の開発を進めて
いく必要がある。
５ おわりに：日本企業の業績測定に
関する課題
本論文では, 日本企業における多面的な指標
を用いた業績測定について検討してきた。
日本企業の業績測定の特徴として, 重視して
いる業績指標の成果満足度がそれほど高くない
ことが調査結果から明らかになった。今後の実
践的課題としては重要度と成果満足度のギャッ
プを埋めていくことが必要である。
これらの業績指標の中で品質に関する業績指標
については例外的に重要度だけではなく, 業績
を把握している企業数や成果満足度も高かった
のは示唆的である。品質に関する業績指標が成
果を上げているのは品質に関する賞や認証制度
が普及しているために, 比較的業績を測定する
ノウハウや品質向上に関する取り組みが整備さ
れ, 同時にいくつもの測定尺度が開発されたこ
とに起因すると考えられる。
上述したとおり,「財務｣, ｢顧客」に関する
業績指標は, それ自体を向上させるのは難しく,
企業活動の積み重ねの結果を受けて向上する。
そのため, これらの業績指標を向上させるには
品質に関する業績指標と同様, 測定尺度を開発
するだけではなく, 業績測定体系を整備する必
要がある。すなわち, 他の業績指標との関係性
を把握しながら, 管理することが解決策の一つ
である。
図表16は, 自社の財務的指標と非財務的指標
とが関連しているかどうかについて質問した結
果である。過半数の企業（53％）は財務的指標
と非財務的指標とが関連していると考えている
が, 43％の企業は両者の関係性について明確に
把握されていない｡ ｢財務｣, ｢顧客｣ に関する
業績指標が企業活動の積み重ねの結果を表すと
すれば, 自社の ｢財務｣, ｢顧客｣ に関する業績
指標の向上を促す業績指標を見つけ出すという
観点が重要となる。
このような観点から, 財務的指標と非財務的
指標との関連性に関する経験的証拠を着実に蓄
積し, 両者を併用した効果的なマネジメント方
法を模索していく必要がある。特に各企業が所
属する業種や採用する戦略などにより, 重視す
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いいえ
１(１％)
どちらとも
いえない
49(43％)
欠損値
４(３％)
はい
61(53％)
図表16 財務的指標と非財務的指標との関連性の把握
る業績指標や, 財務的指標と非財務的指標との
関連性の程度が異なるかについて今後詳細に検
討しなければならない。
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Performance Measurement in Japan
Takaharu KAWAI
Despite the management accounting literature calls for performance measurement system which
monitors not only financial measures but also nonfinancial ones, few prior researches inform what kind
of measures they are managing. Especially in Japan, many firms devote their efforts to quality (i.e. Total
Quality Management), new product development (i.e. Target Cost Management) and production system
(i.e. Just In Time system). However little is known how Japanese firms collect performance measures
from their activities and use them for their management.
In this paper, performance measurement in Japanese firms are examined using survey data from
manufacturing firm. The main focuses are, what kind of performance measures do Japanese firms tend
to perceive important, what extent does each measure indicate and how these firms are managing their
measure. Questionnaires are send to 837 firms listed their stocks in Tokyo stock exchange and 115 of
them are replied.
The evidence suggests that there are considerable gaps within the importance of each measure, the
performance satisfactory of each measure and the number of the firms which monitor each measure.
This result indicates that conceiving linkage between each measure and/or constructing management
system like Total Quality Management is required. Therefore the performance measurement systems
which monitor multiple measures (i.e. Balanced Scorecard) may be improve organizational performance
in Japan.
